
                             令和７年１０月１日適用 

 

 

事  項 内    容 

１ 雇 用 期 間 

○令和７年１０月１日から令和８年３月３１日まで 

※採用時及び再度任用時に条件付き採用が適用されます。原則として、採用か

ら 1 か月間が評定期間となります。評定後、判定者が評定書に基づき被評定者

について「正式採用する」又は「免職する」を決定します。 

○公募によらない再度任用に、４回まで申し込むことができます。 

※令和８年４月１日以降の任用を保証するものではありません。 

（雇用期間内の勤務実績等により選考の上、決定します。） 

※４回の再度任用終了後、改めて公募の採用選考に申込み、合格した場合

には、引き続き勤務していただくことが可能となります（その場合も再

度任用は４回までです）。 

※当該の職が東京都の職として廃止された場合は、更新はできません。 

２ 身 分 等 

・地方公務員法上の会計年度任用職員です。 

※地方公務員法が適用されます。 

・兼業する場合は、事前に学校長に届出を出す必要があります。 

・地方公務員法等に定める分限・懲戒処分の対象になります。 

・懲戒などの不利益処分を受けた場合は、人事委員会に対して不服申立て

をすることができます。 

・勤務時間などに関し、人事委員会に対して適当な措置が執られるべきこ

とを要求することができます。 

３ 勤 務 日 数 

一年間の総勤務日数は９６日です。 

・一月当たりの勤務日数は１１日以上とし、勤務日については前月に学校

長が割り振りを行います。 

・休日は、土日、祝休日、年末年始（ただし、学校行事等により勤務があ

る場合を除きます）です。 

４ 勤 務 時 間 

原則として１日７時間４５分 

勤務時間例：8:30～17:00（休憩時間 15:50～16:35） 

※学校により多少異なります。 

５ 休暇・職免等 

① 年次有給休暇  １年目は６日です。（10 月 1 日採用の場合）  

任用 

年数 
１年目 ２年目 ３年目 ４年目 ５年目 ６年目 ７年目 

付与 

日数 
１０日 １１日 １２日 １４日 １６日 １８日 ２０日 

※令和６年度に東京都の常勤又は非常勤職員として勤務している場合、現在勤

務している職と、令和７年度からの都立特別支援学校学校介護職員の勤務が

継続していると認められる場合は、付与日数を算定する際の任用年数が通算

されます。 

②その他の休暇〔有給の休暇〕公民権行使等休暇、妊娠出産休暇、母子保健

健診休暇、妊婦通勤時間、出産支援休暇、育児参加休暇、慶弔休暇、 

災害休暇、夏季休暇（３日）、 

  

都立特別支援学校学校介護職員（会計年度任用職員）の主な勤務条件 

 



※その他、今後制度改正があった場合は、所属校を通じてお知らせします。 

 

 

《その他勤務条件等》 

◇プール実習、宿泊行事の付き添い 

 通常の授業以外に、夏休みのプール実習や宿泊行事に御参加いただくこともあります。 

プール実習では、子供と一緒にプールに入っていただくこともあります。 

◇勤務日数 

 年間９６日の勤務ですが、月により勤務日数が異なります。年度当初は、一日も早く業

務に慣れていただくため、２０日近く勤務していただく場合もありますし、夏休み、冬休

みがある月には勤務日数が通常の月より少なくなることがあります。また、学校行事の際

には全員出勤をお願いすることもあります。（勤務日数の割り振りは、配属校により異な

ります。）ただし、月ごとに勤務日数が異なっても、毎月の報酬（給与）額は一定です。 

◇兼業兼職 

 兼業兼職は可能です（事前に学校長に届出を出す必要があります。）。ただし、子供たち

の介護に支障が出ない範囲での勤務をお願いします。また、学校全体の運営を考慮した上

で勤務日を決定させていただきますので、必ず毎週特定の曜日に別の仕事のためにお休み

するということは困難です。 

◇医療的ケアについて 

 肢体不自由特別支援学校に通う児童・生徒の中には、痰の吸引等の医療的ケアを必要と

するお子さんもいらっしゃいます。学校介護職員の方も、医療的ケアに関する研修を受講

していただき、看護師・教員とともに医療的ケアに携わっていただく可能性があります。 

◇災害が発生した場合 災害対応の職務に従事できること。 

〔無給の休暇〕妊娠症状対応休暇、育児時間、子どもの看護等休暇、生理休

暇、短期の介護休暇、介護休暇、介護時間 

③ 休業制度（無給） 育児休業、部分休業   

６ 報    酬 
月額２０１,６００円 (令和７年度額) 昇給なし/原則毎月１５日に支給 

※一定の要件を満たす場合、期末手当、勤勉手当を支給します。 

７  通       勤 

第２種報酬として、通勤費相当分（上限月１５０，０００円）を支給。 

原則、自家用車による通勤は認められません（一部例外あり）。 

※居住地によっては定期券ではなく ICカード等で対応していただく場合も

ありますので、最終合格後、配属先の学校から案内があるまで、定期券は

購入しないでください。 

８ 公務災害補償 
「東京都非常勤職員の公務災害補償等に関する条例」「労働者災害補償保険

法」の定めるところによります。 

９ 健 康 診 断 常勤職員に準じて健康診断を実施します。 

10 社 会 保 険 
地方公務員共済組合法、厚生年金保険法、雇用保険法の定めるところに 

より、それぞれの保険に加入します。（保険料自己負担あり） 

11 その他 

福利厚生 

財団法人東京都人材支援事業団に加入します。 

※各種福利厚生事業が受けられます。 


